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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第４期

第２四半期連結累計期間
第４期

第２四半期連結会計期間
第３期

会計期間
自 平成20年４月１日
至 平成20年９月30日

自 平成20年７月１日
至 平成20年９月30日

自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日

売上高 (百万円) 1,587,734 823,953 2,929,810

経常利益 (百万円) 65,516 26,497 128,885

四半期(当期)純利益 (百万円) 23,544 10,431 164,064

純資産額 (百万円) ― 1,103,050 1,095,927

総資産額 (百万円) ― 2,876,180 2,765,837

１株当り純資産額 (円) ― 597.76 601.45

１株当り四半期 
(当期)純利益 

(円) 17.10 7.57 119.51

潜在株式調整後 
１株当り四半期 
(当期)純利益 

(円) 15.73 6.96 114.51

自己資本比率 (％) ― 28.6 29.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 35,640 ― 156,173

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △151,407 ― △177,985

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 19,446 ― 70,871

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) ― 71,660 165,748

従業員数 (人) ― 41,674 39,305
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 当第２四半期連結会計期間において、エレクトロニクス・アプリケーションズセグメントでは、当社の

全額直接出資子会社である三菱樹脂㈱は、本年９月、ダイアモールディング・スロバキア社を設立し、同

社は、新たに当社の間接出資子会社となりました。 

  
  

当第２四半期連結会計期間において、次の会社が新たに重要な関係会社となりました。 

(連結子会社) 
     平成20年９月30日現在

 
(注) 議決権の所有割合欄( )書は間接所有割合(内数)であります。 

  
  

(1) 連結会社の状況 

平成20年９月30日現在 

 
(注)  臨時従業員数は[ ]内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しており、派遣社員は除いており

ます。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成20年９月30日現在 

 
(注) １ 当社従業員は、すべて三菱化学㈱、三菱樹脂㈱及び田辺三菱製薬㈱からの出向者であります。従業員数には

執行役員９人が含まれております。 

     ２ 当社の従業員数は、第１四半期会計期間末日に比べて４名増加しておりますが、これは主として内部監査機

能の拡充を目的とした増員によるものであります。 

     ３ 臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため、臨時従業員数の記載を省略しております。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

会社の名称 住所
資本金

(または出資金)
事業の内容

議決権の 
所有割合

関係内容

             百万EUR     ％
ダイアモールディング・
スロバキア社

スロバキア         8 合成樹脂製品の
製造、加工及び 
販売

   100.0 
   (100.0)

４ 【従業員の状況】

従業員数(人)
 41,674
[4,298] 

従業員数(人) 44
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績及び受注状況 

当社グループの生産品目は広範囲かつ多種多様であり、また、受注生産形態をとらない製品も多く、

事業の種類別セグメント毎に生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。

このため、生産実績及び受注状況については、「３ 財政状態及び経営成績の分析」における各事業

の種類別セグメント業績に関連付けて示しております。 

  

(2) 販売実績 

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次の通りであり

ます。 
  

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 販売実績金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 主な販売先別の販売実績及び総販売実績に対する割合については、当該割合が100分の10未満であるため、

記載を省略しております。 

４ 当社グループの事業は、従来、「石化」、「機能化学」、「機能材料」、「ヘルスケア」、「その他」とし

ておりましたが、第１四半期連結会計期間より「エレクトロニクス・アプリケーションズ」、「デザイン

ド・マテリアルズ」、「ヘルスケア」、「ケミカルズ」、「ポリマーズ」、「その他」に変更いたしまし

た。この変更は、第１四半期連結会計期間より新たな中期経営計画「APTSIS 10」を策定し、各事業の基本

戦略を定めたことを契機として、より経営実態を明確に表示するために行ったものであります。 

  

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円)

エレクトロニクス・アプリケーションズ 91,053 

デザインド・マテリアルズ 77,379 

ヘルスケア 118,255 

ケミカルズ 335,651 

ポリマーズ 158,574 

その他 43,041 

合計 823,953 
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当第２四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は、次の通りであります。 

 外国との技術援助契約及び技術提携 

(1) 技術輸出関係 

(三菱化学㈱) 

 
  

(2) 技術導入関係  

(田辺三菱製薬㈱) 

 

(三菱化学メディア㈱) 

 
  

  

２ 【経営上の重要な契約等】

契約締結先 内容 契約締結日 有効期間 対価

（スウェーデン） 
パーストープ・ブテ
ン・デリバット社 

 
オキソ製造技術に関する特
許及びノウハウの実施許諾 

 
平成20年８月11日 

 
平成20年８月から
商業運転開始後15
年経過の日まで 

 
一時金及びラン
ニング・ロイヤ
ルティー 

契約締結先 内容 契約締結日 有効期間 対価

（カナダ） 
サイトクローマ社 

 
二次性副甲状腺機能亢進症
治療薬新規ビタミンＤ化合
物に関する知的財産権の独
占的実施許諾 

 
平成20年７月30日 

 
平成20年７月から
ランニング・ロイ
ヤルティー支払期
間満了の日又は共
同販売期間満了の
日のいずれか遅い
日まで 

 
一時金及びラン
ニング・ロイヤ
ルティー又は共
同販売プロフィ
ットシェア 

契約締結先 内容 契約締結日 有効期間 対価

（オランダ） 
フィリップス社 

 
光ディスクに関する特許の
実施許諾 

 
平成20年９月25日 

 
平成20年７月から
平成25年６月まで 
  

 
一時金及びラン
ニング・ロイヤ
ルティー 
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(1) 業績の状況 

イ  業績全般 

当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）における日本経済は、

原燃料価格の高騰により企業収益が悪化し、物価上昇に伴い個人消費が伸び悩む中で、これまで高騰

を続けてきた原油価格が反転、下落し、また、後半には米国のサブプライムローン問題に起因して世

界的な金融不安が増大したこと等により、厳しい状況となりました。 

当社グループの事業環境につきましては、石油化学製品を中心に、原燃料価格の高騰及び需要の減

少により厳しい状況となりました。また、医薬品等のヘルスケア分野におきましては、本年４月の薬

価改訂等により引き続き予断を許さない状況で推移しました。 

このような状況下、当社グループの当第２四半期連結会計期間の売上高は、原燃料価格の高騰に伴

う石油化学製品を中心とした製品価格の是正や、昨年10月の三菱ウェルファーマ㈱と田辺製薬㈱との

合併による田辺三菱製薬㈱の発足等により、8,239億円となりましたが、利益面では、上記合併によ

る利益拡大があったものの、原燃料価格高騰とそれに伴う製品価格是正の時期ずれ等の影響により、

営業利益は216億円となり、経常利益は、持分法投資損益の悪化や、為替差損の増加等があったもの

の、昨年12月に発生した三菱化学㈱鹿島事業所第２エチレンプラント火災に対する保険金の収入等に

より、264億円となり、四半期純利益は、上記合併に伴う少数株主利益の増加により、104億円となり

ました。 

また、当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）における当社グ

ループの売上高は１兆5,877億円となり、営業利益は562億円、経常利益は655億円、四半期純利益は

235億円となりました。 

  

ロ  事業の種類別セグメントの業績 

(イ)  エレクトロニクス・アプリケーションズセグメント（記録材料、電子関連製品、情報機材、無

機化学品） 

記録材料は、ポータブルハードディスク、フラッシュメモリー製品等の需要が拡大したものの、

ＤＶＤの販売価格の低下により、売上げは減少しました。電子関連製品のうち、ポリエステルフィ

ルムは、液晶ディスプレイ用保護フィルム向け等を中心に堅調に推移しましたが、射出成形品は、

販売数量の減少により売上げは大幅に減少しました。ＯＰＣドラムやトナー等の情報機材は、販売

数量が減少したことから、売上げは減少しました。無機化学品は、堅調に推移しました。  

以上の結果、当第２四半期連結会計期間における当セグメントの売上高は910億円となり、営業

利益は49億円となりました。  

また、当第２四半期連結累計期間における当セグメントの売上高は1,834億円となり、営業利益

は106億円となりました。 

  

３ 【財政状態及び経営成績の分析】
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(ロ)  デザインド・マテリアルズセグメント（食品機能材、電池材料、精密化学品、樹脂加工品、複

合材） 

食品機能材は、乳化剤の需要減等により、売上げは減少しました。電池材料及び精密化学品は、

引き続き順調に推移しました。樹脂加工品のうち、各種フィルム、複合フィルム及びシート製品

は、いずれも堅調でした。複合材のうち、炭素繊維等の産業資材は、海外向けの需要増により、売

上げは増加しましたが、建設資材は、公共投資抑制の影響や建築設備需要の低迷により、売上げは

減少しました。 

以上の結果、当第２四半期連結会計期間における当セグメントの売上高は773億円となり、営業

利益は19億円となりました。 

また、当第２四半期連結累計期間における当セグメントの売上高は1,471億円となり、営業利益

は27億円となりました。 

  

(ハ)  ヘルスケアセグメント（医薬品、診断製品、臨床検査） 

医薬品は、田辺三菱製薬㈱の発足による事業規模の拡大に加え、抗ヒトＴＮＦαモノクローナル

抗体製剤「レミケード」、麻しん風しん混合ワクチン「ミールビック」の販売数量が引き続き大幅

に伸張したこと等により、売上げは増加しました。診断製品及び臨床検査は、いずれも順調に推移

しました。 

以上の結果、当第２四半期連結会計期間における当セグメントの売上高は1,182億円となり、営

業利益は105億円となりました。 

また、当第２四半期連結累計期間における当セグメントの売上高は2,464億円となり、営業利益

は372億円となりました。 

  

(ニ)  ケミカルズセグメント（基礎石化製品、化成品、合成繊維原料、炭素製品、肥料） 

当第２四半期連結会計期間における石油化学製品の基礎原料であるエチレンの生産量は、昨年12

月に発生した三菱化学㈱鹿島事業所第２エチレンプラントでの火災事故の影響、同事業所における

定期修理の実施、需要減少に伴う減産の実施等により、25万8千トンと前年同期を26.9％下回りま

した。基礎石化製品、化成品、合成繊維原料は、原燃料価格の高騰に伴う製品価格の是正があった

ものの、日本ポリエチレン㈱の連結子会社化により、従来計上されていた同社へのエチレン等の売

上げが連結会計上内部消去されることとなったことや需要の減少等により、売上げは減少しまし

た。炭素製品のうちコークスは、国内の鉄鋼需要が堅調に推移する中で、原料炭価格の高騰に連動

した製品価格の上昇により、売上げは大幅に増加しました。肥料は、原燃料価格の高騰に伴う製品

価格の是正や、さらなる製品価格の値上がりを見越した前倒し需要により、売上げは増加しまし

た。 

以上の結果、当第２四半期連結会計期間における当セグメントの売上高は3,356億円となりまし

たが、営業利益は、原燃料価格高騰等の影響により、45億円となりました。 

また、当第２四半期連結累計期間における当セグメントの売上高は6,171億円となり、営業利益

は69億円となりました。 
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(ホ)  ポリマーズセグメント（合成樹脂） 

合成樹脂は、日本ポリエチレン㈱の連結子会社化に加え、原燃料価格の高騰に伴う製品価格の是

正により、売上げは増加しました。 

以上の結果、当第２四半期連結会計期間における当セグメントの売上高は1,585億円となりまし

たが、営業損益は、原燃料価格高騰等の影響により、15億円の損失となりました。 

また、当第２四半期連結累計期間における当セグメントの売上高は3,138億円となり、営業損益

は５億円の損失となりました。 

  

(ヘ)  その他（エンジニアリング、運送及び倉庫業他） 

物流部門は、外部受注の増加により、売上げは増加しましたが、エンジニアリング部門は、外部

受注の減少により、売上げは減少しました。 

以上の結果、当第２四半期連結会計期間における当セグメントの売上高は430億円となりました

が、営業利益は、エンジニアリング部門における子会社の新規連結等により、47億円となりまし

た。 

また、当第２四半期連結累計期間における当セグメントの売上高は796億円となり、営業利益は

61億円となりました。 

ハ  所在地別セグメントの業績 

(イ)  日本 

当社及び国内連結グループ各社につきましては、昨年10月の三菱ウェルファーマ㈱と田辺製薬㈱

の合併による田辺三菱製薬㈱の発足や、本年４月の日本ポリエチレン㈱の連結子会社化等により、

当第２四半期連結会計期間における当セグメントの売上高は7,021億円となりましたが、営業利益

は、原燃料価格高騰等の影響により、229億円となりました。 

 また、当第２四半期連結累計期間における当セグメントの売上高は１兆3,508億円となり、営業

利益は602億円となりました。 

  

(ロ)  アジア 

アジア地域の海外連結グループ各社につきましては、合成繊維原料であるテレフタル酸の販売数

量が減少したこと等により、当第２四半期連結会計期間における当セグメントの売上高は812億円

となりましたが、営業利益は、市況が低迷していたシンガポールにおけるスチレンモノマー事業か

らの撤退等により、20億円となりました。 

 また、当第２四半期連結累計期間における当セグメントの売上高は1,566億円となり、営業利益

は13億円となりました。 

  

(ハ)  その他 

アジア地域を除く海外連結グループ各社につきましては、引き続きポリエステルフィルム等の需

要が堅調であったものの、北米地域において、為替の変動による円建売上高が減少したこと等によ

り、当第２四半期連結会計期間における当セグメントの売上高は405億円となり、営業利益は、原

燃料価格高騰等の影響により、２億円となりました。 

 また、当第２四半期連結累計期間における当セグメントの売上高は802億円となり、営業利益は

16億円となりました。 

  

(注) 上記概況に記載されている金額には消費税等は含まれておりません。 
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(2) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益を

215億円、減価償却費を279億円計上しましたが、原燃料価格の高騰による運転資金の増加等があり、

208億円の収入となりました。 

当第２四半期連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、主に手元資金の運用による有価

証券や投資有価証券の取得により、593億円の支出となりました。 

この結果、当第２四半期連結会計期間のフリー・キャッシュ・フロー(営業活動及び投資活動による

キャッシュ・フロー)は384億円の支出となりました。 

当第２四半期連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の発行等により、176億円

の収入となりました。 

これらの結果、当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物残高は716億円となりました。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題に重要な変更はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は351億円であります。 

  

(5) 経営成績 

「第２ 事業の状況 ３ 財政状態及び経営成績の分析 (1) 業績の状況」に記載の通りでありま

す。 
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(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

① 財政政策 

当社グループは、中期経営計画「APTSIS 10」において、「成長を実現し、創造・飛躍する」をコ

ンセプトに、重点経営指標として、平成23年３月期に営業利益を1,900億円以上、ROA（総資産税前利

益率）を６％以上とすることを目標に掲げております。 

当社グループは、運転資金及び設備資金については、内部資金又は借入金、コマーシャルペーパー、

社債、新株予約権付社債等により調達しております。また、当社グループとしての資金の効率的な活

用と金融費用の削減を目的として、ＣＭＳ(キャッシュ・マネジメント・システム)を導入しておりま

す。 

  

② キャッシュ・フロー 

「第２ 事業の状況 ３ 財政状態及び経営成績の分析 (2) キャッシュ・フローの状況」に記載

の通りです。 

  

③ 財政状態 

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度において持分法適用会社であった日本ポ

リエチレン㈱他が連結子会社となったこと、原燃料価格の高騰に伴い、たな卸資産及び営業債権が増

加したこと等により、前連結会計年度末と比べて1,103億円増加し、２兆8,761億円となりました。 

当第２四半期連結会計期間末の負債は、上記連結子会社の増加のほか、原燃料価格の高騰による営

業債務の増加、有利子負債の増加等により、前連結会計年度末と比べて1,032億円増加し、１兆7,731

億円となりました。 

なお、当第２四半期連結会計期間末の有利子負債残高（割引手形を除く）は8,714億円となり、前

連結会計年度末と比べて488億円の増加となりました。 

当第２四半期連結会計期間末の株主資本は、当社における配当金の支払い110億円がありました

が、当四半期純利益235億円の計上等により、前連結会計年度末と比べて126億円増加し、7,942億円

となりました。 

当第２四半期連結会計期間末の評価・換算差額等は、保有株式の時価下落により、その他有価証券

評価差額金が72億円減少したこと、前連結会計年度末に比べ当第２四半期連結会計期間末の為替換算

レートが円高になったこと等により為替換算調整勘定が102億円減少し、前連結会計年度末に比べて

178億円減少の283億円となりました。 

当第２四半期連結会計期間末の少数株主持分は、上記連結子会社の増加等により、前連結会計年度

末と比べて121億円増加し、2,794億円となりました。 

以上により、当第２四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末と比べて71億円増加し、

１兆1,030億円となりました。 

なお、当第２四半期連結会計期間末の自己資本比率は、前連結会計年度末と比べて1.3%減少し、

28.6％となりました。 

  

─ 9 ─



第３ 【設備の状況】 

当社グループは、多種多様な事業を国内外で行っており、設備の状況の記載にあたっては、有価証券報告

書において「設備投資等の概要」は事業の種類別セグメント毎に記載する方法によっており、「主要な設備

の状況」は事業の種類別セグメント毎の数値とともに主たる設備の状況を記載する方法によっております。

また、「設備の新設、除却等の計画」のうち設備の新設・拡充の計画については、連結会計年度末時点では

個々のプロジェクト毎に決定していないため、事業の種類別セグメント毎に記載する方法によっておりま

す。 

四半期報告書においては、「主要な設備の状況」は前四半期連結会計期間末からの重要な異動について記

載し、「設備の新設、除却等の計画」のうち設備の新設・拡充の計画については、事業の種類別セグメント

毎に記載する方法によっております。 

  

(1) 主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

① 設備の新設・拡充の計画 

前四半期連結会計期間末現在における当連結会計年度１年間の設備投資計画(新設・拡充)について

は、当第２四半期連結会計期間末現在において、次の通り見直しを行っております。 

 
(注) １ 金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 設備投資計画の所要資金は、自己資金及び借入金をもって充当する予定であります。 

３ 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画していた設備投資について、重要な変

更はありません。  

４ 当社グループの事業は、従来、「石化」、「機能化学」、「機能材料」、「ヘルスケア」、「その他」とし

ておりましたが、第１四半期連結会計期間より「エレクトロニクス・アプリケーションズ」、「デザイン

ド・マテリアルズ」、「ヘルスケア」、「ケミカルズ」、「ポリマーズ」、「その他」に変更いたしまし

た。この変更は、第１四半期連結会計期間より新たな中期経営計画「APTSIS 10」を策定し、各事業の基本

戦略を定めたことを契機として、より経営実態を明確に表示するために行ったものであります。 

  

② 設備の除却・売却の計画 

当第２四半期連結会計期間末において、前四半期連結会計期間末における設備の除却・売却の計画

に重要な変更はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 設備投資計画金額(百万円)

エレクトロニクス・アプリケーションズ 27,000

デザインド・マテリアルズ 17,000

ヘルスケア 21,000

ケミカルズ 40,000

ポリマーズ 22,000

その他 7,000

全社（共通） 6,000

合計 140,000
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 6,000,000,000 

計 6,000,000,000 

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成20年11月13日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,506,288,107 同左
東京、大阪
 (以上各市場第一部)

―

計 1,506,288,107 同左 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】 

① 株式移転によりその義務を三菱化学㈱から承継した新株予約権 

三菱化学㈱が、平成17年６月14日開催の同社取締役会決議及び同年６月28日開催の同社株主総会決

議に基づいて同社の取締役及び使用人に対して発行した新株予約権のうち、三菱化学㈱と三菱ウェル

ファーマ㈱(現 田辺三菱製薬㈱)が株式移転により当社を設立した日(平成17年10月３日)現在、行使

又は消却されていない新株予約権に係る義務は、三菱化学㈱から当社が承継しております。 

当社が同社から承継した新株予約権の内容は以下の通りであります。 

  

 
(注) １ 各新株予約権の目的である株式の数(以下「付与株式数」といいます。)は50株とします。但し、当社普通株

式について株式分割等を行う場合には、付与株式数を調整します。 

２ 各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額 

  各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行又は移転する株式１

株当りの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じて得られる金額とします。 

３ 新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、原則として、当社並びに当社の子会社の取締役、執行役員及び監査役(以下「役員等」

といいます。)のいずれの地位をも失った日の１年後の応当日の翌日から５年間に限り、行使ができるも

のとします。また、平成37年６月26日に至るまで役員等の地位を失っていなかった場合には、平成37年６

月27日より新株予約権を行使することができるものとします。また、新株予約権者が死亡した場合には、

相続人が新株予約権を行使することができるものとします。但し、いずれの場合も新株予約権割当契約に

定める条件によるものとします。 

(2) 各新株予約権の一部行使はできないものとします。 

第２四半期会計期間末現在 

(平成20年９月30日)

新株予約権の数(個) 6,738個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 336,900株(注１)

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株につき１円(注２)

新株予約権の行使期間 平成18年６月28日から平成38年６月27日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  １株当り１円 

資本組入額 １株当り１円 

新株予約権の行使の条件 (注３)

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項 
(注４)
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４ 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

  三菱化学㈱を完全子会社とする株式交換又は株式移転を行う場合には、当該時点において行使又は消却され

ていない新株予約権に関する義務を、当該株式交換又は株式移転による完全親会社となる会社(以下「完全

親会社」といいます。)に承継させるものとします。但し、当該株式交換又は株式移転に際し、三菱化学㈱

株主総会において、以下に定める方針に沿って完全親会社が新株予約権に係る義務を承継する旨の記載のあ

る三菱化学㈱と完全親会社との間で締結される株式交換契約書又は株式移転の議案が承認された場合に限る

ものとします。 

(1) 新株予約権の目的となる完全親会社の株式の種類 

  完全親会社の普通株式とします。 

(2) 各新株予約権の目的となる完全親会社の株式の数 

  株式交換又は株式移転の条件を勘案の上、付与株式数を調整します。 

(3) 各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額 

  承継後の行使価額は、承継前の行使価額と同じ方法により算出します。 

(4) 新株予約権を行使することができる期間 

  新株予約権の行使可能期間の開始日と株式交換の日又は株式移転の日のいずれか遅い日から、新株予約権

の行使可能期間の満了日までとします。 

(5) その他の新株予約権の行使の条件並びに新株予約権の消却事由及び消却の条件 

  承継前の新株予約権の行使の条件並びに消却事由及び消却の条件に準じて決定することといたします。 

(6) 新株予約権の譲渡制限 

  新株予約権の譲渡につき、完全親会社の取締役会の承認を要するものとします。 
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② 当社取締役に対する新株予約権 

当社は、当社取締役に対し株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を発行しております。

イ 平成18年６月28日開催の第１回定時株主総会決議及び同年11月27日開催の取締役会決議による新

株予約権 

  

 
(注) １ 各新株予約権の目的である株式の数(以下「付与株式数」といいます。)は50株とします。但し、当社普通株

式について株式分割等を行う場合には、付与株式数を調整します。 

２ 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

  各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各新株予約権の行使により発行又は移転する株式１

株当りの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じて得られる金額とします。 

３ 新株予約権の行使により株式を発行する場合の資本組入額 

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これ

を切り上げるものとします。 

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加資本準備金の額は、上記の資本金等増加限度額

から上記に定める増加する資本金の額を減じた額とします。 

４ 新株予約権の行使の条件 

  新株予約権者は、原則として、当社並びに当社の子会社の取締役、監査役及び執行役員(以下「役員等」と

いいます。)のいずれの地位をも喪失した日の１年後の応当日の翌日から５年間に限り行使ができるものと

します。また、平成37年12月12日に至るまで役員等の地位を失っていなかった場合には、平成37年12月13日

より新株予約権を行使することができるものとします。また、新株予約権者が死亡した場合には、相続人が

新株予約権を行使することができるものとします。但し、いずれの場合も新株予約権割当契約に定める条件

によるものとします。また、新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使する

ことができないものとします。 

第２四半期会計期間末現在 

(平成20年９月30日)

新株予約権の数(個) 1,408個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 70,400株(注１)

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株につき１円(注２)

新株予約権の行使期間 平成18年12月14日から平成38年12月13日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  １株当り１円 

資本組入額(注３) 

新株予約権の行使の条件 (注４)

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項 
(注５)
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５ 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

  当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限ります。)、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

(以下総称して「組織再編行為」といいます。)を行う場合において、組織再編行為の効力発生の時点におい

て残存する新株予約権(以下「残存新株予約権」といいます。)の新株予約権者に対し、それぞれの場合につ

き、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社(以下「再編対象会社」といいます。)の

新株予約権を、次の条件に基づきそれぞれ交付することとします。この場合において、残存新株予約権は消

滅し、再編対象会社は、新株予約権を新たに発行するものとします。但し、次の条件に沿って再編対象会社

の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約

又は株式移転計画において定めた場合に限るものとします。 

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

  残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとします。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

  再編対象会社の普通株式とします。 

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

  組織再編行為の条件等を勘案の上決定します。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

  交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後払込金額に、上記

(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額と

します。再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再

編対象会社の株式１株当り１円とします。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

  新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、新株予約権の行使期

間の満了日までとします。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

  上記注３の記載内容に準じて決定します。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

  譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要することとします。 
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ロ 平成19年11月26日開催の取締役会決議による新株予約権 

  

 
(注) １ 各新株予約権の目的である株式の数(以下「付与株式数」といいます。)は50株とします。但し、当社普通株

式について株式分割等を行う場合には、付与株式数を調整します。 

２ 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

  各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各新株予約権の行使により発行又は移転する株式１

株当りの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じて得られる金額とします。 

３ 新株予約権の行使により株式を発行する場合の資本組入額 

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これ

を切り上げるものとします。 

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加資本準備金の額は、上記の資本金等増加限度額

から上記に定める増加する資本金の額を減じた額とします。 

４ 新株予約権の行使の条件 

  新株予約権者は、原則として、当社並びに当社の子会社の取締役、監査役及び執行役員(以下「役員等」と

いいます。)のいずれの地位をも喪失した日の１年後の応当日の翌日から５年間に限り行使ができるものと

します。また、平成38年12月11日に至るまで役員等の地位を失っていなかった場合には、平成38年12月12日

より新株予約権を行使することができるものとします。また、新株予約権者が死亡した場合には、相続人が

新株予約権を行使することができるものとします。但し、いずれの場合も新株予約権割当契約に定める条件

によるものとします。また、新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使する

ことができないものとします。 

５ 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

前記「(2) 新株予約権の状況 ②当社取締役に対する新株予約権 イ」の注５の記載内容と同一でありま

す。 

第２四半期会計期間末現在 

(平成20年９月30日)

新株予約権の数(個) 794個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 39,700株(注１)

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株につき１円(注２)

新株予約権の行使期間 平成19年12月13日から平成39年12月12日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  １株当り１円 

資本組入額(注３) 

新株予約権の行使の条件 (注４)

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項 
(注５)
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ハ 平成20年８月25日開催の取締役会決議による新株予約権 

  

 
(注) １ 各新株予約権の目的である株式の数(以下「付与株式数」といいます。)は50株とします。但し、当社普通株

式について株式分割等を行う場合には、付与株式数を調整します。 

２ 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

３ 新株予約権の行使により株式を発行する場合の資本組入額 

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これ

を切り上げるものとします。 

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加資本準備金の額は、上記の資本金等増加限度額

から上記に定める増加する資本金の額を減じた額とします。 

４ 新株予約権の行使の条件 

  新株予約権者は、原則として、当社並びに当社の子会社の取締役、監査役及び執行役員(以下「役員等」と

いいます。)のいずれの地位をも喪失した日の１年後の応当日の翌日から５年間に限り行使ができるものと

します。また、平成39年９月９日に至るまで役員等の地位を失っていなかった場合には、平成39年９月10日

より新株予約権を行使することができるものとします。また、新株予約権者が死亡した場合には、相続人が

新株予約権を行使することができるものとします。但し、いずれの場合も新株予約権割当契約に定める条件

によるものとします。また、新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使する

ことができないものとします。 

５ 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

前記「(2) 新株予約権の状況 ②当社取締役に対する新株予約権 イ」の注５の記載内容と同一でありま

す。 

  

第２四半期会計期間末現在 
(平成20年９月30日)

新株予約権の数(個) 653個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 32,650株(注１)

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株につき１円(注２)

新株予約権の行使期間 平成20年９月11日から平成40年９月10日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  １株当り１円 

資本組入額(注３) 

新株予約権の行使の条件 (注４)

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す 

る事項 
(注５)
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③ 当社執行役員等に対する新株予約権 

当社は、当社執行役員及び退任取締役に対し株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を発

行しております。 

イ 平成18年６月28日開催の第１回定時株主総会決議及び同年11月27日開催の取締役会決議による新

株予約権 

  

 
(注) １ 各新株予約権の目的である株式の数(以下「付与株式数」といいます。)は50株とします。但し、当社普通株

式について株式分割等を行う場合には、付与株式数を調整します。 

２ 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

  各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各新株予約権の行使により発行又は移転する株式１

株当りの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じて得られる金額とします。 

３ 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

  前記「(2) 新株予約権の状況 ②当社取締役に対する新株予約権」の注３の記載内容と同一であります。 

４ 新株予約権の行使の条件 

  新株予約権者は、原則として、当社並びに当社の子会社の取締役、監査役及び執行役員(以下「役員等」と

いいます。)のいずれの地位をも失った日の１年後の応当日の翌日から５年間に限り、行使ができるものと

します。また、平成38年６月26日に至るまで役員等の地位を失っていなかった場合には、平成38年６月27日

より新株予約権を行使することができるものとします。また、新株予約権者が死亡した場合には、相続人が

新株予約権を行使することができるものとします。但し、いずれの場合も新株予約権割当契約に定める条件

によるものとします。また、新株予約権の割当てを受けた者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株

予約権を行使することができないものとします。 

５ 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

  前記「(2) 新株予約権の状況 ②当社取締役に対する新株予約権 イ」の注５の記載内容と同一でありま

す。 

  

第２四半期会計期間末現在 

(平成20年９月30日)

新株予約権の数(個) 256個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 12,800株(注１)

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株につき１円(注２)

新株予約権の行使期間 平成19年６月28日から平成39年６月27日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  １株当り１円 

資本組入額(注３) 

新株予約権の行使の条件 (注４)

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項 
(注５)
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ロ 平成19年11月26日開催の取締役会決議による新株予約権 

  

 
(注) １ 各新株予約権の目的である株式の数(以下「付与株式数」といいます。)は50株とします。但し、当社普通株

式について株式分割等を行う場合には、付与株式数を調整します。 

２ 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

  各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各新株予約権の行使により発行又は移転する株式１

株当りの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じて得られる金額とします。 

３ 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

  前記「(2) 新株予約権の状況 ②当社取締役に対する新株予約権」の注３の記載内容と同一であります。 

４ 新株予約権の行使の条件 

  新株予約権者は、原則として、当社並びに当社の子会社の取締役、監査役及び執行役員(以下「役員等」と

いいます。)のいずれの地位をも失った日の１年後の応当日の翌日から５年間に限り、行使ができるものと

します。また、平成38年12月11日に至るまで役員等の地位を失っていなかった場合には、平成38年12月12日

より新株予約権を行使することができるものとします。また、新株予約権者が死亡した場合には、相続人が

新株予約権を行使することができるものとします。但し、いずれの場合も新株予約権割当契約に定める条件

によるものとします。また、新株予約権の割当てを受けた者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株

予約権を行使することができないものとします。 

５ 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

  前記「(2) 新株予約権の状況 ②当社取締役に対する新株予約権 イ」の注５の記載内容と同一でありま

す。 

  

第２四半期会計期間末現在 

(平成20年９月30日)

新株予約権の数(個) 989個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 49,450株(注１)

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株につき１円(注２)

新株予約権の行使期間 平成19年12月13日から平成39年12月12日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  １株当り１円 

資本組入額(注３) 

新株予約権の行使の条件 (注４)

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項 
(注５)

─ 19 ─



ハ 平成20年８月25日開催の取締役会決議による新株予約権 

  

 
(注) １ 各新株予約権の目的である株式の数(以下「付与株式数」といいます。)は50株とします。但し、当社普通株

式について株式分割等を行う場合には、付与株式数を調整します。 

２ 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

  各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各新株予約権の行使により発行又は移転する株式１

株当りの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じて得られる金額とします。 

３ 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

  前記「(2) 新株予約権の状況 ②当社取締役に対する新株予約権」の注３の記載内容と同一であります。 

４ 新株予約権の行使の条件 

  新株予約権者は、原則として、当社並びに当社の子会社の取締役、監査役及び執行役員(以下「役員等」と

いいます。)のいずれの地位をも失った日の１年後の応当日の翌日から５年間に限り、行使ができるものと

します。また、平成39年９月９日に至るまで役員等の地位を失っていなかった場合には、平成39年９月10日

より新株予約権を行使することができるものとします。また、新株予約権者が死亡した場合には、相続人が

新株予約権を行使することができるものとします。但し、いずれの場合も新株予約権割当契約に定める条件

によるものとします。また、新株予約権の割当てを受けた者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株

予約権を行使することができないものとします。 

５ 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

  前記「(2) 新株予約権の状況 ②当社取締役に対する新株予約権 イ」の注５の記載内容と同一でありま

す。 

第２四半期会計期間末現在 
(平成20年９月30日)

新株予約権の数(個) 256個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 12,800株(注１)

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株につき１円(注２)

新株予約権の行使期間 平成20年９月11日から平成40年９月10日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  １株当り１円 

資本組入額(注３) 

新株予約権の行使の条件 (注４)

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す 

る事項 
(注５)
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④ 三菱化学㈱に対する新株予約権 

当社は、三菱化学㈱に対し新株予約権を発行しております。なお、三菱化学㈱は、当社から割当て

を受けた新株予約権のすべてを、同社の取締役及び執行役員(退任取締役及び退任執行役員を含みま

す。)に対し業績報酬として付与しております。 

イ 平成18年11月27日開催の取締役会決議による新株予約権 

  

 
(注) １ 各新株予約権の目的である株式の数(以下「付与株式数」といいます。)は50株とします。但し、当社普通株

式について株式分割等を行う場合には、付与株式数を調整します。 

２ 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

  各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各新株予約権の行使により発行又は移転する株式１

株当りの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じて得られる金額とします。 

３ 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

  前記「(2) 新株予約権の状況 ②当社取締役に対する新株予約権」の注３の記載内容と同一であります。 

４ 新株予約権の行使の条件 

  新株予約権者は、原則として、当社並びに当社の子会社の取締役、監査役及び執行役員(以下「役員等」と

いいます。)のいずれの地位をも失った日の１年後の応当日の翌日から５年間に限り、行使ができるものと

します。また、平成37年12月14日に至るまで役員等の地位を失っていなかった場合には、平成37年12月15日

より新株予約権を行使することができるものとします。また、新株予約権者が死亡した場合には、相続人が

新株予約権を行使することができるものとします。但し、いずれの場合も新株予約権割当契約に定める条件

によるものとします。また、新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使する

ことができないものとします。 

５ 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

  前記「(2) 新株予約権の状況 ②当社取締役に対する新株予約権 イ」の注５の記載内容と同一でありま

す。 

  

第２四半期会計期間末現在 

(平成20年９月30日)

新株予約権の数(個) 5,481個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 274,050株(注１)

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株につき１円(注２)

新株予約権の行使期間 平成18年12月16日から平成38年12月15日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  １株当り１円 

資本組入額(注３) 

新株予約権の行使の条件 (注４)

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項 
(注５)
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ロ 平成19年11月26日開催の取締役会決議による新株予約権 

  

 
(注) １ 各新株予約権の目的である株式の数(以下「付与株式数」といいます。)は50株とします。但し、当社普通株

式について株式分割等を行う場合には、付与株式数を調整します。 

２ 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

  各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各新株予約権の行使により発行又は移転する株式１

株当りの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じて得られる金額とします。 

３ 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

  前記「(2) 新株予約権の状況 ②当社取締役に対する新株予約権」の注３の記載内容と同一であります。 

４ 新株予約権の行使の条件 

  新株予約権者は、原則として、当社並びに当社の子会社の取締役、監査役及び執行役員(以下「役員等」と

いいます。)のいずれの地位をも失った日の１年後の応当日の翌日から５年間に限り、行使ができるものと

します。また、平成38年12月13日に至るまで役員等の地位を失っていなかった場合には、平成38年12月14日

より新株予約権を行使することができるものとします。また、新株予約権者が死亡した場合には、相続人が

新株予約権を行使することができるものとします。但し、いずれの場合も新株予約権割当契約に定める条件

によるものとします。また、新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使する

ことができないものとします。 

５ 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

  前記「(2) 新株予約権の状況 ②当社取締役に対する新株予約権 イ」の注５の記載内容と同一でありま

す。 

  

  

第２四半期会計期間末現在 

(平成20年９月30日)

新株予約権の数(個) 5,914個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 295,700株(注１)

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株につき１円(注２)

新株予約権の行使期間 平成19年12月15日から平成39年12月14日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  １株当り１円 

資本組入額(注３) 

新株予約権の行使の条件 (注４)

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項 
(注５)
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ハ 平成20年８月25日開催の取締役会決議による新株予約権 

  

 
(注) １ 各新株予約権の目的である株式の数(以下「付与株式数」といいます。)は50株とします。但し、当社普通株

式について株式分割等を行う場合には、付与株式数を調整します。 

２ 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

  各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各新株予約権の行使により発行又は移転する株式１

株当りの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じて得られる金額とします。 

３ 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

  前記「(2) 新株予約権の状況 ②当社取締役に対する新株予約権」の注３の記載内容と同一であります。 

４ 新株予約権の行使の条件 

  新株予約権者は、原則として、当社並びに当社の子会社の取締役、監査役及び執行役員(以下「役員等」と

いいます。)のいずれの地位をも失った日の１年後の応当日の翌日から５年間に限り、行使ができるものと

します。また、平成39年９月11日に至るまで役員等の地位を失っていなかった場合には、平成39年９月12日

より新株予約権を行使することができるものとします。また、新株予約権者が死亡した場合には、相続人が

新株予約権を行使することができるものとします。但し、いずれの場合も新株予約権割当契約に定める条件

によるものとします。また、新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使する

ことができないものとします。 

５ 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

  前記「(2) 新株予約権の状況 ②当社取締役に対する新株予約権 イ」の注５の記載内容と同一でありま

す。 

  

第２四半期会計期間末現在 
(平成20年９月30日)

新株予約権の数(個) 4,554個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 227,700株(注１)

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株につき１円(注２)

新株予約権の行使期間 平成20年９月13日から平成40年９月12日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  １株当り１円 

資本組入額(注３) 

新株予約権の行使の条件 (注４)

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項 
(注５)
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⑤ 新株予約権付社債 

当社は、平成19年10月４日開催の取締役会決議により、ユーロ円建保証付取得条項付転換社債型新

株予約件付社債を発行しております。 

イ 2011年満期ユーロ円建保証付取得条項付転換社債型新株予約権付社債 

  

 
(注) １ 新株予約権付社債の残高は、本新株予約権付社債の額面金額の総額を記載しております。 

２ 新株予約権の目的となる株式の数 

  本新株予約権の行使により当社が新たに発行又はこれに代えて当社の保有する当社普通株式を移転する当社

普通株式の数は、本新株予約権の行使請求に係る本社債の額面金額の総額を別記「新株予約権の行使時の払

込金額」欄記載の転換価額で除した数(以下「交付株式数」)といいます。但し、１株未満の端数は切り捨

て、現金による調整は行わないものとします。また、本新株予約権の行使により１単元未満の端数が生じた

場合は、会社法に定める単元未満株式の買取請求権が行使されたものとして現金により精算し、１株未満の

端数はこれを切り捨てるものとします。なお、かかる現金精算において生じた１円未満の端数はこれを切り

捨てるものとします。 

３ 新株予約権の行使時の払込金額 

(1) 本新株予約権の行使に際し、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとします。本新株予約権の行

使に際して出資される財産の価額は、各本社債の額面金額と同額とします。 

(2) 本新株予約権の行使に際して出資をなすべき１株当りの額(以下「転換価額」といいます。)は、当初、

1,207円とします。 

(3) 転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る価額で当社普通株式を発

行し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合、次の算式により調整されるものとします。なお、

次の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式(当社が保有するものを除きます。)の総数

をいうものとします。 

 

第２四半期会計期間末現在 

(平成20年９月30日)

新株予約権付社債の残高(百万円) 70,000(注１)

新株予約権の数(個) 7,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) (注２)

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注３)

新株予約権の行使期間 平成19年11月５日から平成23年10月14日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額(円) 
(注４)

新株予約権の行使の条件 (注５)

新株予約権の譲渡に関する事項 (注６)

代用払込みに関する事項 (注７)

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項 
(注８)

 

既発行株式数＋

発行又は
処分株式数

×
１株当りの発行 
又は処分価額 

調整後転換価額＝調整前転換価額×
時価

既発行株式数＋発行又は処分株式数 
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  また、転換価額は、当社普通株式の分割(無償割当てを含みます。)又は併合、当社普通株式の時価を下回

る価額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されるものを含みま

す。)の発行が行われる場合その他一定の事由が生じた場合にも本新株予約権付社債の要項に従い適宜調

整されるものとします。 

４ 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額 

(1) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合の当社普通株式１株の発行価格は、行使請求にかかる本

社債の額面金額の総額を、別記「新株予約権の目的となる株式の数」欄記載の交付株式数で除した金額

とするものとします。 

(2) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じた

ときは、その端数を切り上げるものとします。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増

加する資本金の額を減じた額とするものとします。 

５ 新株予約権の行使の条件 

  各本新株予約権の一部行使はできないものとします。 

６ 新株予約権の譲渡に関する事項 

  該当なし。但し、本新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付されたものであり、本社債からの分

離譲渡することはできないものとします。 

７ 代用払込みに関する事項 

  該当なし。但し、本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとしま

す。本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の額面金額と同額とします。 

８ 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

  当社が組織再編成行為を行う場合、(ⅰ)その時点において法律上実行可能であり、(ⅱ)その実行のための

仕組みが既に構築されているか又は構築可能であり、かつ(ⅲ)その全体の実行のために当社が不合理であ

ると判断する費用や支出(課税を含みます。)を当社又は承継会社等に生じさせることがない限りにおい

て、当社は、承継会社等をして、本新株予約権付社債の要項に従って、本新株予約権付社債の債務を承継

させるための措置を執り、承継会社等の新株予約権の交付を実現させるよう最善の努力を尽くすものとし

ます。かかる本新株予約権付社債の債務の承継及び承継会社等の新株予約権の交付は、当該組織再編成行

為にかかる効力発生日に有効となるものとします。但し、新会社が効力発生日又はその直後に設立される

こととなる株式移転又は会社分割の場合には当該組織再編成行為にかかる効力発生日後速やかに(遅くと

も14日以内に)有効となるものとします。また、当社は、承継会社等の本新株予約権付社債の承継及び承

継会社等の新株予約権の交付に関し、承継会社等の普通株式が当該組織再編成行為の効力発生日において

日本国内における金融商品取引所において上場されるよう最善の努力を尽くすものとします。 

  上記において、「組織再編成行為」とは、①当社の株主総会(株主総会決議が不要な場合は、取締役会)に

おいて(ⅰ)当社と他の会社の合併(新設合併及び吸収合併を含むが、当社が存続会社である場合を除きま

す。以下同じ。)、(ⅱ)資産譲渡(当社の資産の全部若しくは実質上全部の他の会社への売却若しくは移転

で、その条件に従って本新株予約権付社債に基づく当社の義務が譲渡先に移転又は承継される場合に限る

ものとします。)、(ⅲ)会社分割(新設分割及び吸収分割を含むが、本新株予約権付社債に基づく当社の義

務が分割先の会社に移転される場合に限るものとします。)、又は(ⅳ)株式交換若しくは株式移転(当社が

他の会社の完全子会社となる場合に限ります。以下同じ。)の承認決議がなされた場合、又は②その他の

日本法上の会社再編で、その手続により本社債及び／又は本新株予約権に基づく当社の義務が第三者に引

き受けられることとなる手続について、当社の株主総会(株主総会決議が不要な場合は、取締役会)におい

て承認決議がなされた場合を意味するものとします。 

  また、「承継会社等」とは、合併の後存続又は設立される会社、当社の資産を譲り受ける会社、新設分割

又は吸収分割により本新株予約権付社債に基づく当社の義務を承継する他の会社、株式交換又は株式移転

により当社の完全親会社となる他の会社、及びその他の組織再編成行為により本新株予約権付社債に基づ

く当社の義務を承継する他の会社の総称とします。 

  承継会社等の新株予約権は、以下の条件に基づきそれぞれ交付されるものとします。 

(1) 交付される承継会社等の新株予約権の数 

  当該組織再編成行為の効力発生日直前において残存する本新株予約権付社債の本新株予約権付社債所持

人が保有する本新株予約権の数と同一の数とします。 

(2) 承継会社等の新株予約権の目的たる株式の種類 

  承継会社等の普通株式とします。 
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(3) 承継会社等の新株予約権の目的たる株式の数 

  承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編成行為の

条件を勘案の上、本新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、以下に従うものとします。な

お、転換価額は上記注２(3)と同様な調整に服するものとします。 

(ⅰ)合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編成行為の効力発生日の直後に承継会社等の新

株予約権を行使したときに、当該組織再編成行為の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合

に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編成行為において受領する承継会社等の普通株式

の数を受領できるように、転換価額を定めるものとします。当該組織再編成行為に際して承継会社等

の普通株式以外の証券又はその他の財産が交付されるときは、当該証券又は財産の公正な市場価値を

承継会社等の普通株式の時価で除して得られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領で

きるようにするものとします。 

(ⅱ)その他の組織再編成行為の場合には、当該組織再編成行為の効力発生日の直後に承継会社等の新株予

約権を行使したときに、当該組織再編成行為の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合に本

新株予約権付社債所持人が得ることのできる経済的利益と同等の経済的利益を受領できるように、転

換価額を定めるものとします。 

(4) 承継会社等の新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額又はその算定方法 

  承継会社等の新株予約権１個の行使に際しては、各本社債を出資するものとし、承継会社等の新株予約

権１個の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の額面金額と同額とします。 

(5) 承継会社等の新株予約権を行使することができる期間 

  当該組織再編成行為の効力発生日又は上記に基づき承継会社等の新株予約権を交付した日のいずれか遅

い日から、「新株予約権の行使期間」に記載の本新株予約権の行使期間の満了日までとします。 

(6) 承継会社等の新株予約権の行使の条件 

  上記注４に準じて決定するものとします。 

(7) 承継会社等の新株予約権の取得条項 

  下記注８に準じて決定するものとします。 

(8) 承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関

する事項 

(ⅰ)承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算

規則第40条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満

の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとします。 

(ⅱ)承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記

(ⅰ)記載の資本金等増加限度額から上記(ⅰ)に定める増加する資本金の額を減じた額とします。 

９ その他(新株予約権の取得条項) 

  当社は、満期償還日(平成23年10月21日)の76取引日前の日から52取引日前の日(ともに同日を含みます。)

までの間、本新株予約権付社債所持人に対して、取得日(以下に定義します。)現在残存する本新株予約権

付社債の全部(一部は不可)を取得する旨を通知(以下「取得通知」といいます。)することができるものと

します(かかる通知を行った日を、以下「取得通知日」といいます。)。取得する場合、当社は、取得日に

当該本新株予約権付社債の全部を取得し、これと引換えに本新株予約権付社債所持人に対して交付財産

(以下に定義します。)を交付します。当社は、取得した本新株予約権付社債を本新株予約権付社債の要項

に従い消却します。 

  「取得日」とは、取得通知日の31取引日後の日をいいます。但し、以下に定義する決定日から取得通知日

の31取引日後の日(ともに同日を含みます。)の間にロンドンにおける営業日以外の日が含まれる場合に

は、その日数分取得日は延期されるものとします。 

  「交付財産」とは、(A)各本新株予約権付社債所持人の保有する本新株予約権付社債につき、株価算定期

間の最終日(以下「決定日」といいます。)において本新株予約権を行使した場合に交付されたであろう数

の当社普通株式(但し、単元株式に限ります。)、及び、(B)各本新株予約権付社債所持人の保有する本社

債の額面総額から(A)の株式数に平均VWAPを乗じて得られる額を減じた額(正の数値である場合に限る。)

に相当する現金をいいます。 

  「株価算定期間」とは、取得通知日の３取引日後の日から、取得通知日の22取引日後の日までの期間をい

います。 

  「平均VWAP」とは、株価算定期間中のVWAP取引日(関連取引所が営業している日をいい、関連取引所によ

りVWAP(当社普通株式の売買高加重平均価格をいいます。以下同じ。)が発表されない日を含まない。)に

おける関連取引所におけるVWAPの平均値をいいます。株価算定期間中に上記注２(3)記載の転換価額の調

整事由が生じた場合には、平均VWAPも適宜調整されるものとします。 
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ロ 2013年満期ユーロ円建保証付取得条項付転換社債型新株予約権付社債 

  

 
(注) １ 新株予約権付社債の残高は、本新株予約権付社債の額面金額の総額を記載しております。 

２ 新株予約権の目的となる株式の数 

  本新株予約権の行使により当社が新たに発行又はこれに代えて当社の保有する当社普通株式を移転する当社

普通株式の数は、本新株予約権の行使請求に係る本社債の額面金額の総額を別記「新株予約権の行使時の払

込金額」欄記載の転換価額で除した数(以下「交付株式数」といいます。)とします。但し、１株未満の端数

は切り捨て、現金による調整は行わないものとします。また、本新株予約権の行使により１単元未満の端数

が生じた場合は、会社法に定める単元未満株式の買取請求権が行使されたものとして現金により精算し、１

株未満の端数はこれを切り捨てるものとします。なお、かかる現金精算において生じた１円未満の端数はこ

れを切り捨てるものとします。 

３ 新株予約権の行使時の払込金額 

(1) 本新株予約権の行使に際し、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとするものとします。本新株

予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の額面金額と同額とするものとします。 

(2) 本新株予約権の行使に際して出資をなすべき１株当りの額(以下「転換価額」といいます。)は、当初、

1,177円とするものとします。 

(3) 転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る価額で当社普通株式を発

行し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合、次の算式により調整されるものとします。なお、

次の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式(当社が保有するものを除きます。)の総数

をいいます。 

 
  

  また、転換価額は、当社普通株式の分割(無償割当てを含みます。)又は併合、当社普通株式の時価を下回

る価額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されるものを含みま

す。)の発行が行われる場合その他一定の事由が生じた場合にも本新株予約権付社債の要項に従い適宜調

整されるものとします。 

第２四半期会計期間末現在 

(平成20年９月30日)

新株予約権付社債の残高(百万円) 70,000(注１)

新株予約権の数(個) 7,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) (注２)

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注３)

新株予約権の行使期間 平成19年11月５日から平成25年10月15日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額(円) 
(注４)

新株予約権の行使の条件 (注５)

新株予約権の譲渡に関する事項 (注６)

代用払込みに関する事項 (注７)

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項 
(注８) 

 

既発行株式数＋

発行又は
処分株式数

×
１株当りの発行 
又は処分価額 

調整後転換価額＝調整前転換価額×
時価

既発行株式数＋発行又は処分株式数 
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４ 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額 

  前記「イ 2011年満期ユーロ円建保証付取得条項付転換社債型新株予約権付社債」の注３の記載内容と同一

であります。 

５ 新株予約権の行使の条件 

  各本新株予約権の一部行使はできないものとします。 

６ 新株予約権の譲渡に関する事項 

  該当なし。但し、本新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付されたものであり、本社債からの分離

譲渡することはできないものとします。 

７ 代用払込みに関する事項 

  該当なし。但し、本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとしま

す。本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の額面金額と同額とします。 

８ 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

  前記「イ 2011年満期ユーロ円建保証付取得条項付転換社債型新株予約権付社債」の注７の記載内容と同一

であります。 

９ その他(新株予約権の取得条項) 

  当社は、満期償還日(平成25年10月22日)の77取引日前の日から53取引日前の日(ともに同日を含みます。)ま

での間、本新株予約権付社債所持人に対して、取得日現在残存する本新株予約権付社債の全部(一部は不可)

を取得する旨を通知することができるものとします。取得する場合、当社は、取得日に当該本新株予約権付

社債の全部を取得し、これと引換えに本新株予約権付社債所持人に対して交付財産を交付するものとしま

す。当社は、取得した本新株予約権付社債を本新株予約権付社債の要項に従い消却するものとします。な

お、「取得日」、「交付財産」、「株価算定期間」及び「平均VWAP」については、前記「イ 2011年満期ユ

ーロ円建保証付取得条項付転換社債型新株予約権付社債」の注８の記載内容と同一であります。 
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(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(5) 【大株主の状況】 

平成20年９月30日現在 

 
(注) １ 上記のほか、当社が自己株式として129,719千株を保有しておりますが、当該株式については、会社法第308

条第２項の規定により議決権を有しておりません。 

２ 上記には記載されておりませんが、平成20年９月30日現在、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行が退職給付信託と

して信託設定した株式(株主名簿上の名義は「野村信託銀行株式会社退職給付信託・三菱東京ＵＦＪ銀行

口」)が4,750千株(出資比率0.31％)あります。当該株式の議決権は、信託契約上、株式会社三菱東京ＵＦＪ

銀行が留保しています。 

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成20年９月30日 ― 1,506,288 ― 50,000 ― 12,500

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

明治安田生命保険相互会社 
（常任代理人）資産管理サービ
ス信託銀行株式会社 

東京都千代田区丸の内２－１－１ 
(東京都中央区晴海１－８－12) 

60,644 4.02

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社信託口 

東京都港区浜松町２－11－３ 53,573 3.55

武田薬品工業株式会社 大阪府大阪市中央区道修町４－１－１ 51,730 3.43

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 50,937 3.38

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 49,428 3.28

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１－２－１ 42,312 2.80

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社信託口 

東京都中央区晴海１－８－11 40,322 2.67

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社信託口４Ｇ 

東京都中央区晴海１－８－11 36,345 2.41

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー  
(常任代理人)株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業
務室 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 
02101 U.S.A.  
(東京都中央区日本橋兜町６－７) 

33,346 2.21

太陽生命保険株式会社 東京都港区海岸１－２－３ 23,547 1.56

計 ― 442,188 29.35
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(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成20年９月30日現在 

 
(注) １  「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式224株及び相互保有株式967株(三協化成産業株式会社450

株、日本合成化学工業株式会社50株、三菱ウェルファーマ株式会社317株、三菱化学株式会社150株)が含ま

れております。 

２  「完全議決権株式(その他)」、「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ62,000

株(議決権124個)及び490株含まれております。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)      
普通株式             

      129,719,000 
(相互保有株式)       
普通株式             
          1,229,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式            

1,360,908,500 
       2,721,817 ― 

単元未満株式 
普通株式            

       14,431,607 
― ― 

発行済株式総数     1,506,288,107 ― ―

総株主の議決権 ―        2,721,817 ―
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② 【自己株式等】 

平成20年９月30日現在 

 
(注) １  三菱化学株式会社の所有株式数は、株主名簿上は同社名義となっているものの、実質的には所有していない

株式2,150株の一部であります。なお、この2,150株は、上記「(6) 議決権の状況 ① 発行済株式」の「完全

議決権株式(自己株式等)(相互保有株式)」及び「単元未満株式」の欄にそれぞれ2,000株及び150株含まれて

おります。 

２ 三菱ウェルファーマ株式会社の所有株式数は、株主名簿上は同社名義となっているものの、実質的には所有

していない株式2,817株の一部であります。なお、この2,817株は、上記「(6) 議決権の状況 ① 発行済株

式」の「完全議決権株式(自己株式等)(相互保有株式)」及び「単元未満株式」の欄にそれぞれ2,500株及び

317株含まれております。 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 

株式会社三菱ケミカルホー
ルディングス 

東京都港区芝４－14－１ 129,719,000 ― 129,719,000 8.61

(相互保有株式) 

三菱化学株式会社 東京都港区芝４－14－１ 2,000 ― 2,000 0.00

三菱ウェルファーマ株式会
社 

大阪市中央区平野町
２－６－９ 

2,500 ― 2,500 0.00

日本合成化学工業株式会社 
大阪市北区大淀中
１－１－88 

518,500 ― 518,500 0.03

川崎化成工業株式会社 
川崎市川崎区駅前本町
12－１ 

445,000 ― 445,000 0.02

長生堂製薬株式会社 徳島市国府町府中92 156,500 ― 156,500 0.01

三協化成産業株式会社 
名古屋市中村区名駅
３－12－12 

104,500 ― 104,500 0.00

計 ― 130,948,000 ― 130,948,000 8.69

２ 【株価の推移】

月別
平成20年 
４月 ５月

 
６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 712 790 757 663 652 655

最低(円) 628 677 604 583 588 526

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正す

る内閣府令」(平成20年８月７日内閣府令第50号)附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四

半期連結財務諸表規則を適用しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月

１日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日

まで)の四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。 

  

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 58,046 116,073

受取手形及び売掛金 ※４  653,787 ※４  599,887

有価証券 61,664 55,677

商品及び製品 340,441 274,987

仕掛品 40,792 28,807

原材料及び貯蔵品 157,005 123,349

その他 101,112 127,318

貸倒引当金 △1,107 △1,127

流動資産合計 1,411,740 1,324,971

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 240,482 233,127

機械装置及び運搬具（純額） 271,543 276,419

土地 213,900 212,763

その他（純額） 146,510 130,497

有形固定資産合計 ※１  872,435 ※１  852,806

無形固定資産   

のれん 92,978 98,746

その他 22,309 20,488

無形固定資産合計 115,287 119,234

投資その他の資産   

投資有価証券 367,887 352,318

その他 109,991 117,803

貸倒引当金 △1,160 △1,295

投資その他の資産合計 476,718 468,826

固定資産合計 1,464,440 1,440,866

資産合計 2,876,180 2,765,837
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 494,220 435,096

短期借入金 243,161 217,368

未払法人税等 21,976 24,764

賞与引当金 34,930 34,998

その他の引当金 11,262 14,654

その他 316,154 271,973

流動負債合計 1,121,703 998,853

固定負債   

社債 170,000 170,000

新株予約権付社債 140,267 140,311

長期借入金 201,989 204,258

退職給付引当金 75,137 82,577

訴訟損失等引当金 17,656 18,051

その他の引当金 10,274 10,393

その他 36,104 45,467

固定負債合計 651,427 671,057

負債合計 1,773,130 1,669,910

純資産の部   

株主資本   

資本金 50,000 50,000

資本剰余金 303,115 303,063

利益剰余金 478,398 465,638

自己株式 △37,242 △37,109

株主資本合計 794,271 781,592

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 37,426 44,720

繰延ヘッジ損益 △533 △789

土地再評価差額金 1,765 1,765

為替換算調整勘定 △8,003 2,246

在外子会社の年金債務調整額 △2,278 △1,725

評価・換算差額等合計 28,377 46,217

新株予約権 911 807

少数株主持分 279,491 267,311

純資産合計 1,103,050 1,095,927

負債純資産合計 2,876,180 2,765,837
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
  至 平成20年９月30日) 

売上高 1,587,734

売上原価 1,285,386

売上総利益 302,348

販売費及び一般管理費  

販売費 58,389

一般管理費 ※１  187,748

販売費及び一般管理費合計 246,137

営業利益 56,211

営業外収益  

受取利息 1,833

受取配当金 3,835

持分法による投資利益 354

受取保険金 9,013

為替差益 2,828

その他 4,392

営業外収益合計 22,255

営業外費用  

支払利息 6,708

その他 6,242

営業外費用合計 12,950

経常利益 65,516

特別利益  

固定資産売却益 354

投資有価証券売却益 233

その他 370

特別利益合計 957

特別損失  

特別退職金 3,916

その他 3,013

特別損失合計 6,929

税金等調整前四半期純利益 59,544

法人税、住民税及び事業税 24,040

法人税等調整額 2,620

法人税等合計 26,660

少数株主利益 9,340

四半期純利益 23,544
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
  至 平成20年９月30日) 

売上高 823,953

売上原価 676,215

売上総利益 147,738

販売費及び一般管理費  

販売費 28,770

一般管理費 ※１  97,336

販売費及び一般管理費合計 126,106

営業利益 21,632

営業外収益  

受取利息 1,016

受取配当金 847

受取保険金 8,991

その他 2,172

営業外収益合計 13,026

営業外費用  

支払利息 3,242

持分法による投資損失 560

為替差損 1,319

その他 3,040

営業外費用合計 8,161

経常利益 26,497

特別利益  

固定資産売却益 338

その他 316

特別利益合計 654

特別損失  

特別退職金 3,916

その他 1,680

特別損失合計 5,596

税金等調整前四半期純利益 21,555

法人税、住民税及び事業税 11,275

法人税等調整額 △1,554

法人税等合計 9,721

少数株主利益 1,403

四半期純利益 10,431
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
  至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 59,544

減価償却費 54,915

のれん償却額 5,128

受取利息及び受取配当金 △5,668

持分法による投資損益（△は益） △354

為替差損益（△は益） 1,767

支払利息 6,708

売上債権の増減額（△は増加） △8,191

たな卸資産の増減額（△は増加） △75,462

仕入債務の増減額（△は減少） △2,720

退職給付引当金の増減額（△は減少） △10,140

その他 8,104

小計 33,631

利息及び配当金の受取額 10,781

利息の支払額 △6,791

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,981

営業活動によるキャッシュ・フロー 35,640

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有価証券の取得による支出 △54,462

有価証券の売却及び償還による収入 14,510

有形固定資産の取得による支出 △67,140

有形固定資産の売却による収入 1,024

投資有価証券の取得による支出 △55,759

投資有価証券の売却及び償還による収入 6,512

貸付金の回収による収入 5,433

その他 △1,525

投資活動によるキャッシュ・フロー △151,407

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 25,082

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 16,000

長期借入れによる収入 5,278

長期借入金の返済による支出 △20,484

社債の発行による収入 19,891

社債の償還による支出 △10,538

配当金の支払額 △11,013

少数株主への配当金の支払額 △4,506

その他 △264

財務活動によるキャッシュ・フロー 19,446

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,271

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △97,592

現金及び現金同等物の期首残高 165,748

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

3,504

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  71,660
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年９月30日)

１ 連結の範囲に関する事項の変更 

連結子会社の数 182社 

(第１四半期連結会計期間での増加 ７社) 

・重要性が増したことによる増加：ダイアケミカ

ル㈱ 他４社 

・株式追加取得に伴う増加：日本ポリエチレン㈱ 

・持分比率増加による増加：ジェイフィルム㈱ 

(当第２四半期連結会計期間での増加 １社) 

・新規設立に伴う増加：三菱樹脂㈱の子会社１社 

(第１四半期連結会計期間での減少 11社) 

・合併消滅による減少：三菱化学ポリエステルフ

ィルム㈱ 他９社 

・清算結了による減少：㈱メディアリング 

(当第２四半期連結会計期間での減少 ４社) 

・清算結了による減少：三菱樹脂㈱の子会社２社

他１社 

・合併消滅による減少：㈱ダイアインスツルメン

ツ 

２ 持分法の適用に関する事項の変更 

(1) 持分法適用の非連結子会社数 22社 

(第１四半期連結会計期間での増加 １社) 

・持分比率増加による増加：北菱化学㈱ 

(第１四半期連結会計期間での減少 11社) 

・合併消滅による減少：朝日化工㈱ 他４社 

・連結子会社への変更：日本ポリエチレン㈱ 他

５社 

(2) 持分法適用の関連会社数 41社 

(第１四半期連結会計期間での増加 ２社) 

・持分比率増加による増加：大分福助㈱ 他１社 
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当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年９月30日)

３ 会計処理基準に関する事項の変更 

(1) たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更 

通常の目的で保有するたな卸資産については、

従来、商品及び製品(販売用不動産を除く)につ

いては主として総平均法による低価法、その他

は主として総平均法による原価法によっており

ましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸

資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委

員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号)

が適用されたことに伴い、主として総平均法に

よる原価法(貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法)により算定して

おります。 

これにより、当第２四半期連結累計期間の営業

利益は3,274百万円減少し、経常利益及び税金等

調整前四半期純利益は3,507百万円減少しており

ます。 

なお、セグメント情報に与える影響について

は、(セグメント情報)に記載しております。 

(2) 「連結財務諸表作成における在外子会社の会計

処理に関する当面の取扱い」の適用 

第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表

作成における在外子会社の会計処理に関する当

面の取扱い」(企業会計基準委員会 平成18年５

月17日 実務対応報告第18号)を適用し、連結決

算上必要な修正を行っております。 

これにより、期首の利益剰余金が1,146百万円減

少しております。また、当第２四半期連結累計

期間の営業利益は65百万円減少し、経常利益及

び税金等調整前四半期純利益は11百万円減少し

ております。 

なお、セグメント情報に与える影響は軽微であ

ります。 
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【簡便な会計処理】 

  

 
  

【追加情報】 

  

 
  

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年９月30日)

１ 一般債権の貸倒見積高の算定方法 

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率が前連結

会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率を使

用して貸倒見積高を計上しております。 

２ 法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法 

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加

減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方

法によっております。 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結

会計年度末以降に経営環境等に著しい変化がなく、

かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと

認められる場合には、前連結会計年度決算において

使用した将来の業績予測やタックス・プランニング

を利用する方法によっており、前連結会計年度末以

降に経営環境等に著しい変化があるか、又は、一時

差異等の発生状況に著しい変化が認められた場合に

は、前連結会計年度決算において使用した将来の業

績予測やタックス・プランニングに当該著しい変化

の影響を加味したものを利用する方法によっており

ます。 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年９月30日)

１ 有形固定資産の耐用年数の変更 

当社及び国内連結子会社の機械装置等の耐用年数に

ついては、第１四半期連結会計期間より、法人税法

の改正を契機として見直しを行い、改正後の法人税

法に基づく耐用年数に変更しております。 

これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益

は1,294百万円減少し、経常利益及び税金等調整前

四半期純利益はそれぞれ1,274百万円減少しており

ます。なお、セグメント情報に与える影響について

は、(セグメント情報)に記載しております。 
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注記事項 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額  1,925,657百万円 

減価償却累計額には、減損損失累計額8,500百万

円が含まれております。 

※１ 有形固定資産減価償却累計額  1,844,376百万円 

減価償却累計額には、減損損失累計額4,297百万

円が含まれております。 

 ２ 保証債務等残高 

次の連結会社以外の会社の銀行借入金等について

保証及び保証類似行為を行っております。 

 
合計欄( )内金額は当社グループ負担割合額であ

ります。 

会社名
保証 

(百万円)

保証予約 

(百万円)

その他保証

類似行為 

(百万円)

鹿島アロマティック

ス㈱ 
5,139 ― ― 

日本アサハン 

アルミニウム㈱ 
6,999 ― ― 

従業員(住宅用) 1,953 ― ― 

その他 1,714 784 469 

合計 
(13,829)

15,805 

(784)

784 

(413)

469

 ２ 保証債務等残高 

次の連結会社以外の会社の銀行借入金等について

保証及び保証類似行為を行っております。 

 
合計欄( )内金額は当社グループ負担割合額であ

ります。 

会社名
保証 

(百万円)

保証予約 

(百万円)

その他保証

類似行為 

(百万円)

鹿島アロマティック

ス㈱ 
5,555 ― ― 

㈱新菱セミコン 

テクノ 
1,613 ― ― 

日本アサハン 

アルミニウム㈱ 
7,488 ― ― 

従業員(住宅用) 2,217 ― ― 

その他 2,574 1,437 628 

合計 
(17,306)

19,447 

(1,083)

1,437 

(584)

628 

 ３ 商標権侵害訴訟 

当社の連結子会社であるバーベイタム社(米)は、

ブラジルにおいて商標権侵害訴訟の提起を受けて

おり、これに関連して平成19年５月、同国アマゾ

ナス州マナウスの裁判所が、原告の申し立て金額

である377百万レアル(日本円換算19,909百万円)

を損害額とする下級審判決を公示いたしました。

バーベイタム社(米)は、商標権侵害はなかったも

のと判断しており、また、上記判決には、原告申

し立て金額を容認した理由も明示されていないこ

と等から、直ちにブラジリアの最高裁判所に控訴

いたしました。平成20年２月、同最高裁判所は、

商標権侵害訴訟に関する同社主張を認め、マナウ

スの裁判所に差し戻して再審理を求める判決を下

しました。 

 

※４ 受取手形割引高 187百万円

   受取手形裏書譲渡高 120 

 

 ３ 商標権侵害訴訟 

当社の連結子会社であるバーベイタム社(米)は、

ブラジルにおいて商標権侵害訴訟の提起を受けて

おり、これに関連して平成19年５月、同国アマゾ

ナス州マナウスの裁判所が、原告の申し立て金額

である377百万レアル(日本円換算21,651百万円)

を損害額とする下級審判決を公示いたしました。

バーベイタム社(米)は、商標権侵害はなかったも

のと判断しており、また、上記判決には、原告申

し立て金額を容認した理由も明示されていないこ

と等から、直ちにブラジリアの最高裁判所に控訴

いたしました。平成20年２月、同最高裁判所は、

商標権侵害訴訟に関する同社主張を認め、マナウ

スの裁判所に差し戻して再審理を求める判決を下

しました。 

 

※４ 受取手形割引高 606百万円

   受取手形裏書譲渡高 185 
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(四半期連結損益計算書関係) 

  

 
  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年９月30日)

※１ 一般管理費の主要な費目及び金額は、次の通りで

あります。 

 
(注) 労務費には賞与引当金繰入額12,339百万円

が含まれております。 

労務費 52,927百万円

研究開発費 64,798百万円

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日  
 至 平成20年９月30日)

※１ 一般管理費の主要な費目及び金額は、次の通りで

あります。 

 
(注) 労務費には賞与引当金繰入額7,206百万円

が含まれております。 

労務費 25,921百万円

研究開発費 35,193百万円

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年９月30日)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結 

 貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成20年９月30日) 

 

  現金及び預金勘定 58,046百万円

  預入期間が３カ月を超える 
  定期預金 

△1,403 

  取得日から３カ月以内に 
  償還期限の到来する 
  短期投資(流動資産その他) 

15,017 

  現金及び現金同等物 71,660百万円
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(株主資本等関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日

至 平成20年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
  

  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間末後となるもの 

 
  

  

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 1,506,288

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 130,075

会社名 内訳
当第２四半期連結
会計期間末残高 

(百万円)

提出会社
ストックオプション 
としての新株予約権

911

連結子会社 ― ―

合計 911

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当り
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 11,013 8  平成20年３月31日 平成20年６月27日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当り
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年10月31日 
取締役会 

普通株式 11,012 8  平成20年９月30日 平成20年11月28日 利益剰余金
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

  

 
  

当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、主に内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主要な製品 

 
３ 従来、事業の種類別セグメント情報の事業区分は「石化」、「機能化学」、「機能材料」、「ヘルスケ

ア」、「その他」としておりましたが、第１四半期連結会計期間より「エレクトロニクス・アプリケーショ

ンズ」、「デザインド・マテリアルズ」、「ヘルスケア」、「ケミカルズ」、「ポリマーズ」、「その他」

に変更いたしました。この変更は、第１四半期連結会計期間より新たな中期経営計画「APTSIS 10」を策定

し、各事業の基本戦略を定めたことを契機として、より経営実態を明確に表示するために行ったものであり

ます。なお、本変更においては事業区分の考え方自体を見直しており、従来の事業区分によった場合と比較

するのが困難なため、事業区分の変更に伴う影響額は記載しておりません。 

４ 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」の「３ 会計処理基準に関する事項の

変更 (1) たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更」に記載の通り、第１四半期連結会計期間より、たな

卸資産の評価方法を、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）に変更しております。これに伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結

累計期間の営業利益が、エレクトロニクス・アプリケーションズセグメントで450百万円少なく、デザイン

ド・マテリアルズセグメントで923百万円少なく、ヘルスケアセグメントで114百万円多く、ケミカルズセグ

メントで1,322百万円少なく、ポリマーズセグメントで631百万円少なく、その他セグメントで62百万円少な

く計上されております。 

エレクトロニ

クス・アプリ

ケーションズ

(百万円)

 

デザインド・ 

マテリアルズ
 

(百万円)

 

ヘルスケア

 

(百万円)

 

ケミカルズ

 

(百万円)

 

ポリマーズ

 

(百万円)

 

その他

 

(百万円)

 

計

 

(百万円)

 

消去 

又は全社
 

(百万円)

 

連結

 

(百万円)

売上高 

 (1) 外部顧客に対する 

   売上高 
91,053 77,379 118,255 335,651 158,574 43,041 823,953 ― 823,953 

 (2) セグメント間の内部 

   売上高又は振替高 
3,618 3,074 65 73,183 22,832 66,335 169,107 (169,107) ― 

計 94,671 80,453 118,320 408,834 181,406 109,376 993,060 (169,107) 823,953 

営業利益又は営業損失(△) 4,914 1,935 10,579 4,569 △1,569 4,761 25,189 (3,557) 21,632 

エレクトロニ

クス・アプリ

ケーションズ

(百万円)

 

デザインド・ 

マテリアルズ
 

(百万円)

 

ヘルスケア

 

(百万円)

 

ケミカルズ

 

(百万円)

 

ポリマーズ

 

(百万円)

 

その他

 

(百万円)

 

計

 

(百万円)

 

消去 

又は全社
 

(百万円)

 

連結

 

(百万円)

売上高 

 (1) 外部顧客に対する 

   売上高 
183,445 147,108 246,488 617,189 313,839 79,665 1,587,734 ― 1,587,734 

 (2) セグメント間の内部 

   売上高又は振替高 
4,870 5,847 115 127,200 37,026 125,561 300,619 (300,619) ― 

計 188,315 152,955 246,603 744,389 350,865 205,226 1,888,353 (300,619) 1,587,734 

営業利益又は営業損失(△) 10,631 2,715 37,217 6,993 △520 6,189 63,225 (7,014) 56,211 

事業区分 主要な製品

エレクトロニクス・アプリケーションズ 記録材料、電子関連製品、情報機材、無機化学品 

デザインド・マテリアルズ 食品機能材、電池材料、精密化学品、樹脂加工品、複合材

ヘルスケア 医薬品、診断製品、臨床検査

ケミカルズ 基礎石化製品、化成品、合成繊維原料、炭素製品、肥料 

ポリマーズ 合成樹脂

その他 エンジニアリング、運送及び倉庫業
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５ 「追加情報」の「１ 有形固定資産の耐用年数の変更」に記載の通り、第１四半期連結会計期間より、当社

及び国内連結子会社の機械装置等の耐用年数につき、法人税法の改正を契機として見直しを行い、改正後の

法人税法に基づく耐用年数に変更しております。これに伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四

半期連結累計期間の営業利益が、エレクトロニクス・アプリケーションズセグメントで120百万円少なく、

デザインド・マテリアルズセグメントで445百万円少なく、ヘルスケアセグメントで289百万円多く、ケミカ

ルズセグメントで1,061百万円少なく、ポリマーズセグメントで49百万円多く、その他セグメントで６百万

円少なく計上されております。 
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【所在地別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

  

 
  

当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア：中華人民共和国、台湾、大韓民国、インドネシア、タイ、インド 

(2) その他：北米、欧州 

３ 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」の「３ 会計処理基準に関する事項の

変更 (1) たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更」に記載の通り、第１四半期連結会計期間より、たな

卸資産の評価方法を、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）に変更しております。これに伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結

累計期間の営業利益が、日本地域で3,274百万円少なく計上されております。 

４ 「追加情報」の「１ 有形固定資産の耐用年数の変更」に記載の通り、第１四半期連結会計期間より、当社

及び国内連結子会社の機械装置等の耐用年数につき、法人税法の改正を契機として見直しを行い、改正後の

法人税法に基づく耐用年数に変更しております。これに伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四

半期連結累計期間の営業利益が、日本地域で1,294百万円少なく計上されております。 

  

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

702,155 81,231 40,567 823,953 ― 823,953

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

12,072 6,136 2,602 20,810 (20,810) ―

計 714,227 87,367 43,169 844,763 (20,810) 823,953

営業利益 22,951 2,061 233 25,245 (3,613) 21,632

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

1,350,846 156,662 80,226 1,587,734 ― 1,587,734

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

23,774 14,223 4,521 42,518 (42,518) ―

計 1,374,620 170,885 84,747 1,630,252 (42,518) 1,587,734

営業利益 60,267 1,345 1,613 63,225 (7,014) 56,211
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【海外売上高】 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

  

 
  

当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア：中華人民共和国、台湾、大韓民国、インドネシア、タイ、インド 

(2) その他：北米、欧州 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 135,604 58,448 194,052

Ⅱ 連結売上高(百万円) 823,953

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

16.4 7.0 23.5

アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 261,568 116,725 378,293

Ⅱ 連結売上高(百万円) 1,587,734

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

16.4 7.3 23.8
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(ストック・オプション等関係) 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

  １ 当第２四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名 

   一般管理費の株式報酬費用 140百万円 

  

 ２ 当第２四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

 
  

平成20年
ストックオプション

付与対象者の区分 
及び人数（名）

当社取締役                     ３名 当社退任取締役              １名 三菱化学(株)取締役

１名

三菱化学(株)退任取締役

１名

三菱化学(株)執行役員

20名

三菱化学(株)退任執行役員   

            ４名

株式の種類 
及び付与数（株） 

普通株式 
32,650株

普通株式
12,800株

普通株式
227,700株

付与日 平成20年９月10日 平成20年９月10日 平成20年９月12日

権利確定条件 

権利行使の条件は次の通りで
す。 
原則として、当社並びに当社の
子会社の取締役、監査役及び執
行役員（以下「役員等」といいま
す。）のいずれの地位をも喪失し
た日の１年後の応当日の翌日か
ら５年間に限り行使することがで
きるものとします。 
また、平成39年９月９日に至るま
で役員等の地位を失っていなか
った場合には、平成39年９月10
日より行使することができるものと
します。但し、いずれの場合も新
株予約権割当契約に定める条件
によるものとします。 

権利行使の条件は次の通りで
す。 
原則として、当社並びに当社の
子会社の取締役、監査役及び執
行役員（以下「役員等」といいま
す。）のいずれの地位をも喪失し
た日の１年後の応当日の翌日か
ら５年間に限り行使することがで
きるものとします。 
また、平成39年９月９日に至るま
で役員等の地位を失っていなか
った場合には、平成39年９月10
日より行使することができるものと
します。但し、いずれの場合も新
株予約権割当契約に定める条件
によるものとします。 

権利行使の条件は次の通りで
す。 
原則として、当社並びに当社の
子会社の取締役、監査役及び執
行役員（以下「役員等」といいま
す。）のいずれの地位をも喪失し
た日の１年後の応当日の翌日か
ら５年間に限り行使することがで
きるものとします。 
また、平成39年９月11日に至るま
で役員等の地位を失っていなか
った場合には、平成39年９月12
日より行使することができるものと
します。但し、いずれの場合も新
株予約権割当契約に定める条件
によるものとします。 

対象勤務期間
平成19年４月１日から

平成20年３月31日まで

権利行使期間
平成20年９月11日から 平成20年９月11日から 平成20年９月13日から

平成40年９月10日まで 平成40年９月10日まで 平成40年９月12日まで

権利行使価格（円） １ １ １

付与日における 
公正な評価単価 
（円） 

514 514 514
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(１株当り情報) 

１ １株当り純資産額 

  

 
(注) １株当り純資産額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

  

 
  

２ １株当り四半期純利益等 

  

 
(注) １株当り四半期純利益及び潜在株式調整後１株当り四半期純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

  

   

  
  

  

  

当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

 
１株当り純資産額 597円 76銭 １株当り純資産額 601円 45銭

(平成20年９月30日) 
当第２四半期連結会計期間末

(平成20年３月31日) 
前連結会計年度末

純資産の部の合計額        (百万円) 1,103,050 1,095,927

純資産の部の合計額から控除する金額
                          (百万円) 

280,402 268,118

 (うち新株予約権) (911) (807)

 (うち少数株主持分) (279,491) (267,311)

普通株式に係る四半期連結会計期間末
(連結会計年度末)の純資産額(百万円) 

822,648 827,809

１株当りの純資産額の算定に用いられ
た四半期連結会計期間末(連結会計年度
末)の普通株式の数         (千株) 

1,376,212 1,376,344

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日  
  至 平成20年９月30日)

１株当り四半期純利益 17円 10銭

潜在株式調整後１株当り四半期純利益 15円 73銭

１株当り四半期純利益 7円 57銭

潜在株式調整後１株当り四半期純利益 6円 96銭

項目
当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日 
  至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日 
  至 平成20年９月30日)

(1) １株当り四半期純利益 

   四半期純利益                  (百万円) 23,544 10,431

   普通株主に帰属しない金額      (百万円) － －

   普通株式に係る四半期純利益   (百万円) 23,544 10,431

   普通株式の期中平均株式数        (千株) 1,376,301 1,376,256

(2) 潜在株式調整後１株当り四半期純利益

   四半期純利益調整額            (百万円) △26 △13

   (うち受取利息(税額相当額控除後)) (△26) (△13)

   普通株式増加数                  (千株) 118,601 118,638

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったも
のの概要 

－ －
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（１）中間配当の決議  

 第４期（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）中間配当については、平成20年10月31日開催の

取締役会において、平成20年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対

し、以下の通り中間配当を行うことを決議いたしました。 

 ①配当金の金額                11,012百万円  

 ②１株当りの金額                     ８円  

 ③支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成20年11月28日  

 

（２） ＨＣＶ（Ｃ型肝炎ウィルス）感染被害損害賠償請求訴訟  

 当社の子会社である田辺三菱製薬㈱及び同社の子会社である㈱ベネシスは、田辺三菱製薬㈱の前身会社

の一つである旧㈱ミドリ十字が製造・販売したフィブリノゲン製剤又は血液凝固第Ⅸ因子製剤（クリスマ

シン）の投与により、ＨＣＶ（Ｃ型肝炎ウィルス）に感染したとする方々から、国等とともに損害賠償請

求訴訟の提起を受けております。  

  田辺三菱製薬㈱及び㈱ベネシスは、本年１月の「特定フィブリノゲン製剤及び特定血液凝固第Ⅸ因子製

剤によるＣ型肝炎被害者を救済するための給付金の支給に関する特別措置法」（以下「救済法」といいま

す。）の公布・施行を受けて、集団訴訟の全国原告団と訴訟解決のための協議を進めてまいりましたが、

平成20年９月28日に全国原告団・弁護団との間で基本合意書を締結いたしました。これにより、現在係属

中の全国原告団との訴訟は、今後、原告が田辺三菱製薬㈱及び㈱ベネシスに対する請求を放棄する形で順

次終了することになります。  

  なお、ＨＣＶ感染被害者の方々は、救済法に従い、医薬品医療機器総合機構を通じて給付金の支給を受

けることになりますが、当該給付金の支給等に要する費用負担の方法及び割合については、今後、厚生労

働大臣と田辺三菱製薬㈱を含む製薬会社との間で協議を行って決定することになります。 

  

２【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

第１ 【保証会社情報】 

2011年満期ユーロ円建保証付取得条項付転換社債型新株予約権付社債 

2013年満期ユーロ円建保証付取得条項付転換社債型新株予約権付社債 

各社債の詳細は以下の通りであります。 

 
  

(1) 【保証会社が提出した書類】 

保証会社である三菱化学㈱の、直近の事業年度に係る書類の提出実績は以下の通りであります。 

① 【有価証券報告書及びその添付書類又は四半期報告書】 

事業年度 第15期第２四半期(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

平成20年11月13日関東財務局長に提出 

(2) 【上記書類を縦覧に供している場所】 

三菱化学㈱ 本店(東京都港区芝四丁目14番１号) 

  

該当事項はありません。 

  

  

第２ 【保証会社以外の会社の情報】 

該当事項はありません。 

  

  

第３ 【指数等の情報】 

該当事項はありません。 

  

１ 【保証の対象となっている社債】

名称 発行年月日
券面総額
（百万円）

償還額  
（百万円）

当第２四半期会計期間 
末日現在の未償還額  

（百万円）
上場金融商品取引所

2011年満期ユーロ円建保証付 
取得条項付転換社債型 
新株予約権付社債 

平成19年10月22日 70,000 － 70,000 シンガポール証券取引所

2013年満期ユーロ円建保証付 
取得条項付転換社債型 
新株予約権付社債 

平成19年10月22日 70,000 － 70,000 シンガポール証券取引所

２ 【継続開示会社たる保証会社に関する事項】

３ 【継続開示会社に該当しない保証会社に関する事項】
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平成20年11月13日

株式会社 三菱ケミカルホールディングス 

取 締 役 会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社三菱ケミカルホールディングスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２

四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年

４月１日から平成20年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対

して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に

公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により

行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三菱ケミカルホールディングス及

び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２

四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  鈴  木  洋  二  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  梅  村  一  彦  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  白  羽  龍  三  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  関  口  依  里  印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書

提出会社が別途保管している。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成20年11月13日 

【会社名】 株式会社三菱ケミカルホールディングス 

【英訳名】 Mitsubishi Chemical Holdings Corporation 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  小 林 喜 光 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役常務執行役員  吉 村 章 太 郎 

【本店の所在の場所】 東京都港区芝四丁目14番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 
 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

株式会社大阪証券取引所 
 (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 



当社の取締役社長小林喜光及び最高財務責任者吉村章太郎は、当社の第４期第２四半期(自 平成20年

７月１日 至 平成20年９月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載さ

れていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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